
１　職員の任免及び職員数に関する状況
（１）採用状況（平成28年4月1日採用）

（２）職員の退職状況（平成28年3月31日）

（３）部門別職員数の状況（平成28年4月1日現在）

１　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者等を含み、広域圏派遣職員、

臨時職員等を除いた数です。

２　特別行政部門は、教育部門のことで、公営企業等会計部門は、水道事業、下水道事業、国民健康保険事業

のことです。

（４）定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
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（５）級別職員の状況（平成28年4月1日現在）

※職員数から、技能労務職を除いています。

２　職員給与の状況
（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与の状況（普通会計決算）

※職員数は平成27年4月1日現在の普通会計に属する職員（町長、副町長、教育長を含む）です。

※職員手当に、児童手当及び退職手当は含まれていません。

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢（平成28年4月1日現在）

（４）職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

※決定初任給は、卒業後直ちに採用された場合です。

（５）職員の期末・勤勉手当の状況（平成28年4月1日現在）

（６）特別職の報酬等の状況（平成28年4月1日現在）
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間

（２）年次休暇の取得状況（平成27年1月1日～平成27年12月31日）

（３）育児休業の状況（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

（４）休暇の概要（平成28年1月1日現在）

４　職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）分限処分者の状況（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

処分の種類
処分事由

※分限処分とは、職員が一定の事由によってその職責を果たし得ない場合に、公務の遂行を確保するためになされる職員

の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分をいいます。

（２）懲戒処分者の状況（平成27年4月1日～平成28年3月31日）
処分の種類

処分事由

※懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する責任を追及し、その制裁として行う処分をいいます。
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５　職員の研修の実施状況（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

６　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）健康診断の実施（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

※職員の健康状況を把握し、生活習慣病等の健康障害を早期に発見するため、労働安全衛生法等に基づき定期健康診断

を実施しています。

（２）公務災害補償（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

不認定件数
認定件数
申請件数

区分

0
1
1

公務災害

0
0
0

通勤災害

検査内容
血液検査、尿検査、生化学検査

区分 対象者

30歳以上の生活習慣病

受診者数

区分

各種職員研修

職員全体研修

受講者数 内容等

38名

137名 ハラスメント対策研修　ファシリテーション研修

新採職員研修４　監督者研修１　上級監督者研修２
新任課長研修２　新任係長研修１　管理者研修１

生活習慣病予防健診

人間ドック

全職員 42名

49名

胃健診等

各受診医療機関による
予防健診を受診しない職員

市町職員第1部研修４　市町職員第2部研修２
財務事務研修２　政策法務研修１　その他１８


